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いかなる学問領域であ れ，独自の課題を 持つ 

ことによって ，その領域の 存在理由を主張し 得 

る。 独自の課題を 見出だすことのできない 学問 

領域とは， しょせん見せかけの 学問でしかなく   

そのような「学問領域」に 成り立っている 学会 

には，学者のサロン 以上の存在理由は 認められ 

ない。 

私が対象とする 経営史学もまた 独自の課題を 

有している。 その課題を追求し 続けることによ 

って，経営史学という 学問領域に成り 立つ経営 

史学会は，他の 学会，たとえば ，経済史学の 社 
会経済史学会，経営学の 経営学会等に 対して， 

独自の存在理由，つまりアイデ ノ ティティを主 

張し得るのであ る。 

もっとも，他の 多くの学問領域についても 言 

えることであ ろうが，経営史学が 独自の課題を 

持っているということと 経営史学会のメンバー 

が全員その課題を 自覚し，それの 追求につとめ 

ていることとは ， 別 なことがらであ る。 経営史 

学会が発足して 以来，やがて 22 年にもなろ う と 

しているが，この 間，「経営史学の 独自の課題と 

は 何か ? 」をめぐって 会員が正面から 論議し合 

ったことは一度もなかったし ，ましてや「独自 

の課題」について 共通の統一的ヴィジョンが 形 

成されたということもなかったのであ る。 

これには理由があ るのであ って，経営史学会 

の発足以来，会員であ る私たちは，できる 限り， 

「経営史学の 課題とは何か」 といった方法論論 

議を避ける よう につとめた。 昭和 40 年秋の第一 
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日大会の共通論題のテーマは「経営史学の 課題」 

であ ったが，論議の 中心は，経営史学とはイソ 

ターディシプリ チ リ イ な学問であ るという自覚 

にもとづいて ，経済史学，経営学，社会学の 三 

つの学問分野の 研究成果をいかに 経営史学の側 

に吸収していくか ， という点に据えられていた。 

経営史学とそれらの 学問分野との 違いを意識的 

に明確化するような ，独自性追求の 姿勢はまっ 

たく存在しなかったといってよい。 

学会の創設当時， また，それは 釆 ，方法論論 

議を回避したのは ，経営史学もまた 歴史学の一 

部分であ る以上，何にもまして 実証研究の成果 

を収めることがその 生命であ り，方法論論議に 

ふけるようなことがあ ってはならない ，少なく 

とも，創立から 十分な時間 ゲ 経過しない段階に 

おいては，方法論論議をさし 控えて，実証研究 

に専念すべぎであ るという合意が 成立したから 

であ る。 

別に学会が方針としてこの ょう なことを決定 

したわけではなく ，いわば暗黙の 了解であ った。 

そして， この了解は大変適切なものであ ったと 

思われる。 直接的には，経営史学会創設当時の 

混沌たる状況の 中で，専門領域や 方法の相異を 

超えて，学会としてのまとまりを 保持していく 
ための便宜的手段であ ったかもしれないが ，結 

果的には，それによって 実証研究の業績の 乏し 

いところで方法論論争にふける 不毛な事態をま 

めがれることができたからであ る。 

しかし，学会創設以来 22 年たった今日の 段階 

で考える 時 ，これまでの 間，「経営史学独自の 課 

題とは何か ? 」の論議を棚上げにして 来たこと 

の メリットよりもデメリットの 方が，最近にな 
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って表面化している 事実を強く意識せざるを 得 

ないのであ る。 かつて経済史学者の 間に見られ 

た問題意識過剰・ 実証軽視の傾向は 再現してほ 

しくないけれども ，それと逆の 傾向も決して 歓 

迎さるべきものではない。 それが最近目立ちす 

ぎるのであ る。 経営史学の独自的課題を 共通に 

意識し合 う 機会があ まりにもなさすぎたことの 

結果だとすれば ，デメリットと 言わなければな 

るまい。 

問題意識にわずらわされることなく 実証研究 

に没入することは ，大変たのしい。 ましてや， 

経営史学の場合，史料の 多くが企業史料であ る 

から，実証研究は 個別実証の形で 行われるのが 

通例であ る。 共通の課題や 方法にかんする 論議 

を 意識する必要もなく ，個別実証に 埋没するこ 

とができたら ， これほど気楽な 話はあ ろうか。 

経営史学者が ，経営史学会創設以来の 約 22 年， 

「経営史学会独自の 課題とは何か ? 」 の論議を 

避 け ，実証研究重視の 姿勢をとり続けて 来た間 
に，問題意識抜きで 個別実証に 埋 役する傾向が 

徐々にひろがっていったのは ，一面でほ大変自 

然なことであ った。 

けれども，中川敬一郎氏が 述べておられるよ 

う に， 「客観的事実の 確認と概俳化・ 法則化の 

努力との間の 激しい緊張関係こそ 真の実証主義 

であ り，概念化や 法則化への意欲を 欠いたケー 

ス・スタディは 真のケース，スタディではない」 

( 経営史学会編『経営史学の 二十年』， 東京大 

学出版会，昭和 60 年， 7 頁 ) 。 とすると，問題意 

識抜ぎで個別実証に 埋没することをよしとする 

最近の傾向は ，軽視してよいことではない。 今 

や，課題論議を 回避したことのメリットよりも ， 

このようなデメリットの 方に目を向けるべき 段 

階ではないだろうか 9 

あ えて 今 ，経営史学のアイデンティティを 確 

認するために ，長い間棚上げにして 来たところ 

の 「経営史学の 独自の課題は 何か ? 」の論議を 

活発に行 う ことを提言したいと 思け 。 しかも， 

22 年間の実証研究の 成果は豊かに 蓄積されてい 

る。 現状では，課題論議・ 方法論論争を 活発化 

させたからといって ，あ る時期の経済史学のよ 

うに，実証研究がそっちのげになってしまうお 

それもないのであ る。 
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「経営史学の 独自の課題とは 何か ? 」をめぐ 

る論議に火をつげるために ，私自身，この 問い 

かげに対し回答を 出したひと 居 、 ぅ 。 具体的には， 

経済史学と経営史学のおのおのの 課題の相違に 

ついて，私なりに 一つの見解を 提出してみたい 

と考える。 

ただ， ここでお断りしておきたいのは ，私の 

問題提起は，経済史学と 経営史学という 二つの 

学問分野の相違を 明確にせんとするものであ る。 

それ以外の意図は 何もない。 学者を専門ごとに 

選別したり，経営史学会の 会員の方法論的統一 

を図ったりするようなグロテスクなことを 毛頭 

考えているわけではない。 現実には，一人の 学 

者が，同時に 経済史家と経営史家を 兼ねること 

は決して珍しくない。 一つの学会に 専門以外の 

学者が所属することにいたっては ， さらに珍し 

くない。 

経営史学会に 経営史学以覚の 分野を専攻する 

研究者，経済史学者，経営学者，文化人類学者， 

社会学者，会計学者等々が 広く参加することは ， 

まことに望ましいのであ る。 それどころか ， 経 

営 史学会の中の 経営史学者だけをとっても ，経 

営史学の課題の 独自性にかんする 認識，経済史 

学と経営史学の 間の相違にかんする 見解は多種 

多様であ る。 それを誰かの 意見で一つにしぼり 

上げ ， 誰かの意見に 即して経営史学会の 方法的 

統一を図るような 愚劣なしわざは 許されること 

ではない。 

経営史学と他の 学問分野との 間には，対立で 

はなく，協力こそがもっと 積極的に追求されな 

げればならない。 しかし，そのことは 経営史学 

のアイデンティティを 確認する努力と 決して矛 

盾しない。 アイデンティティを 明確にし合った 

学問分野の間の 協力こそが真の 協力なのであ っ 
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て ，そうでない 協力には何の 意味もあ るまい。 

経営史学と経済史学の 間にとり立てて 相違がな 

いものなら， どうして協力などということを 問 

題にする必要があ ろう。 最初からいっしょにな 

っていればいいではないか。 生産的な協力関係 

を 打ち建てるためにも ，経営史学と 経済史学の 

課題の相違を 明確にしておく 必要があ ると，私 

は考える。 

さて，その相違にかんする 私見を展開しょう。 

今日では，専門的研究者の 間に，経済史学 は 

国民経済，世界経済，産業経済等の 歴史を対象 

とするのに対し ，経営史学は 企業経営の歴史を 

研究する学問であ る， といった初歩的な 誤解は 

消滅していると 考えたい。 経営史の学問的課題 

の 第一は，「企業史料を 利用した企業史の 研究」 

というところにあ るのだが，それは 経営史学の 

独自の課題というわけにはいかないのであ る。 

それは，経済史学の 課題としても 共通している。 

経済史学の対象は 幅広く，企業史もまたその 中 

に入り込む余地は 十分存在するのであ る。 

自分自身を経営史学者であ るとは決して 思わ 

ない経済史学者の 何人かが，企業史料を 利用し 

て，企業史研究のすぐれた 成果を発表している 

という事実を 指摘するだけで 事足りるあ ろう。 

身近な範囲から 具体的実例を 挙げるなら，高村 

直 助 氏の『日本紡績業主序説』 上 ・ 下 ( 塙 書房，昭 

和 46 年 ) における大阪紡績形成史の 研究，岩崎宏 

之 ，松元安茂らの『姉井事業史八木篇 1, 2, 3 

上 ，資料篇 1 ～ 4, 財団法人姉井文庫，昭和 46 ～ 

52 年 ), 石井寛治氏の 甲 近代日本とイギリス 資本 

、 ジャーディン・ マセ ソン商会を中心に   』 
( 東京大学出版会，昭和 59 年 ) などであ る。 

経済史学者も ，経営史学者も ，ひとしく企業 

史料を利用した 企業史研究を 課題とすることが 

できるとしたら ，経済史学と 経営史学の相違は ， 

同じ企業史研究に 取り組むにさいしての 方法に 

おいて求められるということになる。 経済史学， 

経営史学両分野の 方法上の相違とは 何か ? 

あ る人は言 う 。 相違点の中心は ， マネジメン 

トとの関連において 企業史を研究するかどうか 

にかかっているのであ る， と。 しかし， こ う 言 

っただけでは ，何の足しにもならない。 経済史 

学者もまた，企業史を 研究の対象とする 限り， 

絶えずマネジメントにかかわる 事象に目を向 け ， 

分析のメスを 入れざるを得ない。 資金，労働力， 

機械設備，技術，原料等々の 経営資源，市場， 
同業者 competltor の動向，政府の 政策等々の 

企業環境， これらはマネジメントのあ り方を強 

く規定する要因であ る。 経済史学者もまた ， こ 

れらを射程内に 収めつつ，企業史を 研究して来 

たのであ った。 

たんなる関連ではない 0 「マネジメントの 丘 

場 に即して」と 言 うべ ぎであ ろう。 経営諸資源 

や経営諸環境を 所与のものと 考え，それらに ょ 

って必然的に 規定された範囲内で 企業経営をと 

らえるのではなく ，経営 計 資源の蓄積と 配分の 

主体として，政策立案・ 決定によって 経営環境 

に働きかけ ろ 主体として，企業経営を 見ること， 

これがマネ 、 ジメントの立場に 身を置くことに 他 

ならない。 そのような立場に 即して企業史を 研 

究するところに 経営史学を経済史学と 明確に区 

別する重要なポイントがあ る， と 私は思 け 。 

長期間における 企業間のパーフォーマソ ス の 

相違 ( 成長と挫折，寿命の 長短 ) を，先発と後 

発，資本蓄積，鉱山業者の 場合，鉱業資源の 賦 

宥度 ，政治権 力者あ るいは銀行，流通業者との 

人間関係の差だけで 説明してしまうのではなく ， 

企業間のマネジメントの 違いに目を向けること 

が，「マネジメントの 立場に身を置くこと」の 具 

体的 あ り方であ る。 我田引水で恐縮だが ，住友 

と 古河という同じく 産鋼業者としてスタートし 

た二つの財閥のうち ， 明治期には，古河が ，産 

鋼業において ， 鉱 m の生産高，採掘・ 製 煉の技 

術，銅の販売力，伸銅と 電線生産力等の 広汎な 

分野において 住友を圧倒する 競争力を誇りなが 

ら，結局，住友が 一流財閥となり ，古河が二流 

財閥 ぴこ 甘んじた原因を ， 私の論文はマネジメン 

トの 差 。 こ 求めた ( 拙著『財閥の 経営史的研究』， 

東洋経済新報社， 昭和 55 年 ) 。 このような視点、 

が経営史学にとって 必要であ る。 
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少なくとも，あ る企業が長期間にわたって 高 

成長を遂げた 原因を ， 恵まれた経営諸資源なり 

経営環境でかたづ け ，マネジメントの 要因を無 

視し「誰が経営して ，何をやろうと ， うまく行 

く時は行く」とか「何かの 事業の先発者として 

巨大な資本蓄積を 行った企業は ，いつまでたっ 

ても成長し続けて 当然であ る」などと割り 切っ 

て平気でいられる 人たちは，経営史学の 何たる 

かを理解していないのであ る。 

経済史学に対比しての 経営史学の独自の 課題 

を上に説明したように 措定することは 可能であ 

る。 私自身，そのように 措定するし， これによ 

って「すみ分げ」を 行うことが間違っていると 

は思わない。 しかし， これが経済史学と 経営 史 

学を区別するさいの 決め手であ るのかというと ， 

疑念が残るのであ る。 

「マネジメントの 立場に即して」企業史料を 

扱 う かどうかは，たしかに 学問の性格にかかわ 

る 重大な分岐点であ る。 一般に，経済史学者は 

その ょう な立場を採用しないとされている。 こ 

れに対して，経営史学者はその 立場に徹底する 

ことが必要と 考えられている。 しかし， このよ 

うな通念がつねに 通用するかというと ，必ずし 

もそうではないのであ る。 

なぜがというと ，企業史料という 一筋縄では 

いかないものが 存在するからであ る。 企業史料 

が「マネジメントの 立場に即した」研究を 求め 

るような性格のものであ る 時 ，経営史学に 日頃 

関心を持たない 経済史学者でも ，それを取扱 う 

なら， い やでも経営史的研究に 足を踏み入れざ 

るを得ない。 前出した『姉井事業史 コ はその 

ょぃ 例であ った。 逆に， 経営史学者がいかに 

「マネジメ ソト の立場に即した」研究を 望んで 

も，企業史料がそれにふさわしい 性格のもので 

なく，企業の 環境にかんする 事実をもっぱら 記 

録している時，彼の 研究と経済史学者のそれと 

の間には差が 生じないことになるであ ろう。 
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このようにして ，取扱 う 企業史料のいかんで 

は，経済史学者と 経営史学者の 企業史研究に 立 

ち向かう方法的姿勢がいかに 異なっていようと 

も ，両者の生み 出す研究業績は 必ずしもその 姿 

勢を反映しないという 結果になりかれない。 い 

や，企業史料いかんでは ，両者がまったく 同じ 

ジャンルに加えらるべき 業績を生み出すという 

ことはいくらでも 起こり得る。 

そうだとすると ，経済史学の 課題に対して 経 

営史学のそれの 独自性を明らか ン こするためには ， 

別の視点からの 考察が必要となる。 以下，それ 

を試みたい。 

基本的相違点は ，企業史料を 処理する方法に 

あ るのではなく ，その処理を 通じて解くべき 問 

題点に求められるのでほないだろうか。 

いうまでもないことだが ，経営史学もまた 社 

会科学の一分野であ る以上，第一に ，個別企業 

史の研究に終わってはならないし ，第二に，問 

題を提起して ，それを解かなければならない。 

まとめて言 う なら，二つ以上の 個別企業史の 研 

究成果の総合の 上に ， 自ら提起した 問題の解決 

につとめ ほ げればならない。 どこかの企業の 史 

料にたまたま 突き当たって ，それがどんなに 質 

の高い史料だからといっても ，その史料の 整理 

と事実の時系列的配列，事実間の 因果関係の究 

明だげに終わったのでは ，科学としての 経営 史 

学 とはいえない。 その程度の仕事なら ，科学者 

でなくても，好事家にでも 出来ることであ る。 

もちろん，一人の 経営史学者が ，一次史料の 

発掘に始まる 個別企業史の 研究を二つ以上の 企 

業を対象に進めなければならないと 言っている 

わけではない。 二次史料に頼るにしても ，他人 

の研究業績を 参照するにしても ， とにかく，二 

つ以上の個別企業の 経営 史 ，つまりマネジメン 

トの立場に即した 企業史の研究を 行い，それを 

まとめることが 求められる， というのが私の 主 

張の内容であ る。 そのさい，個別企業の 数は多 
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げれば多いほどよい。 経営 史 であ るから，大量 

観察といっても 限度はあ るが， 50 以上の個別企 

業の経営史の 研究は可能であ り， したがって必 

要であ ろう。 

50 以上が可能であ るという根拠は ， A.D. チ 

ャ ンドラー教授の 研究業績にあ る。 チャンド 

ラー教授の大著『経営戦略と 組織』 ( 及 竹蛇 9 ノ 

㎝ み 曲用 ct ぴ ㏄， 1962, 邦訳昭和 43 年 ), F 経営者 

の時代』 (   is 肋ル Hand, 1977, 邦訳昭和 56 年 ) 

の 背後には，それぞれ 50 を上回る個別企業の 史 

実に対する総合アプローチが 存在するのであ る。 

チャンドラー 教授の業績は ，数多くの個別企 

業の史実の総合的アプローチの 方法についても 

示唆を与えてくれる。 産業別に企業分類を 行い ， 

それぞれの分類ごとに 企業の経営戦略と 組織の 

タイプを打ち 出した上で， いくつかのタイプ 全 

般を貫く一般傾向， あ るいは法則性を 検出しょ 

うとするものであ る。 産業別分類が 唯一の方法 

とは言えないであ ろうが，個別データの 集積か 

ら一般理論に 向かう総合研究は ， タイプ 分 げと 

いう手段を必要とするのであ る。 

さて， このような複数の 個別企業経営史の 研 

究成果を総合することを 通じて， どのような 問 

題を解決するかであ る。 この解決さるべき 問題 

点にこそ， 経営史学の経済史学に 対する独自 

性・ ア イデンティティが 見出だされるのであ る， 

と 私は考える。 したがって，その 問題点は，経 

済史学のそれと 共通するものではないことが 求 

められる。 共通する場合も 見られようが ，それ 

では経済史学に 対する経営史学の 独自性を浮き 

立たせるのに 役 。 こ 立たないのであ る。 経営史学 

の課題の独自性という 場合の「課題」とは ， 上 

記の経営史学だけが 取り上げるいくつかの 問題 

点の総体であ ると考えることができる。 

この ょう な問題点はいくつも 存在するのだが ， 

今日までの経営史学者の 研究成果を参考に 収集， 

整理してみると ，次の三つに 分類することがで 

きるであ ろう。 三つの分類のそれぞれに ， さら 

に いくっ もの問題点が 含まれているという 構図 

であ る。 

第 Ⅱ どのような企業経営活動が 経済発展に 

とって促進的か 抑制的かという 問題に分類され 

るもの   経済学ないしは 経済史の研究に 関連 
し， これに寄与する。 

第二，長期的なパースペクティヴの 中で ，企 

業の パーフォーマンスが 相違し さ らレ こは企業 

の進路が栄枯盛衰のさまざまに 分かれて行く 理 

由は何かという 問題に分類されるもの   経営 
学の研究に関連し ， これに寄与する。 

第三，経営理俳，経営戦略，経営組織，所有 

支配・ ト ， プ マネジメントの 構造，人事労務， 

マーケティンバ ，研究開発，企業金融，会計等 

のさまざまの 業務にかんするマネジメントとそ 

の制度， これらを便宜上経営システムという 言 

葉 に一括できるとして ，経営システムの 発展の 

過程を研究するという 問題に分類されるもの。 

経営システムの 発展過程の国際比較を 通じて， 

あ る国の経営システムの 国際的特徴を 明確にす 

るという問題もこれに 付随する   これも経営 
学の研究に関連し ， これに寄与するが ，国際比 

較という側面が 加わると，社会学，文化人類学 

等の隣接諸科学とも 関連することになって 来る。 

以上の三つの 分類， およびそれぞれに 属する 

ことになる数多くの 問題点が，経営史学の 独自 

の課題の内容をなすものであ り，経営史学の 経 

済史学に対しての 独自性を形づくると 言いたい 

のであ る。 

しかし， この分類に関連して ，いくつかの 論 

点に言及しておく 必要があ るであ ろう。 

第一に，第一分類の 問題点を，上記のように 

私は整理したが ，経済発展にプラスになる 企業 

行動，あ るいはマイナスになる 企業行動を本当 

に 解明し得るものか ，解明することができると 

しても，それは 経営史学だけの 範囲に含まれる 

研究といえるのかどうか ，私には確信あ る答え 

を出せないでいる。 

実は，経済発展と 企業行動の相互関係におい 

て ，前者の後者に 対する影響ではなく ，後者の 

前者に対する 影響をテーマとする 歴史研究は， 

経済史学の範囲でも 行われていた。 マックス・ 
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ウェーバ一の「プロテスタンティズムの 倫理と 

資本主義の精神」のパラダイムに 示唆された大 

塚久雄氏や氏の 門下生の研究がよい 例であ る。 

16, 7 世紀のイギリスにおける 中産的生産者層 

を土壌に育った 農村せんい工業のマニュファク 

チュアが，近代資本主義生成の 推進的主体とな 

り， イギリス産業革命の 早期達成の基盤を 形成 

したという魅力的な 所説であ った。 

大塚氏らの研究が ， イギリス・マニュファク 

チュアの経営をマネジメントの 立場に即して 分 

析しており， したがって，経営 史 研究の一翼を 

なすものであ るか，そうでないか ，いや，そも 

そも， 16. 7 世紀のイギリス 農村工業の史実だ 

けで，マネジメントの 範囲にまで立ちいたった 

研究が可能なものかどうか ，この ょう な論議は 

興味深いが，当面の 私の論旨には 関係ない。 

私が問題にしたいのは ，大塚氏らの 研究対象 

がイギリスのマニュファクチュア 一般でなく， 

農村せんい ( 毛 ， 綿 ) 工業のそれだったという 

ことであ る。 中産的生産者層の「 民富 」に根ざ 

したマニュファクチュアの 清澄な展開がイギリ 

ス農村せんい 工業の発展をもたらし ，そのせん 

い工業の発展が 他の産業と産業連関的に 作用し 

合って，イギリスの 経済発展，近代資本主義の 

生成をひ き 起こしたというのが ，大塚氏らの 論 

旨の主軸だったことであ る。 

つまり，企業行動が 経済発展に及ぼす 影響 と 

い う のは，企業行動が 行われる産業の 範囲での 

歴史研究と産業と 産業の相互関連にかんする 歴 

史研究が結びついて 初めて解明されるといいた 

いのであ る。 これらの歴史研究は 一般に産業史 

という学問分野のわく F こぁぬ まるべき性格のもの 

であ る。 であ るから，企業行動の 経済発展に及 

ぼす影響の研究を 経営 史 固有の問題点だ ， と 言 

い切ってはならないことになる。 それは，同時 

に，産業史の 問題点でもあ り得るからであ る。 

だからといって ，企業行動の 経済発展に対す 

るかかわり，後者に 対するプラス ，マイナスの 

影響の研究をもって ，産業史のテーマであ ると 

言い切ってしまうわげにもいかないのであ る。 

明治 20 年代における 日本の綿紡績企業，貿易商 

社，海運会社，銀行のインド 綿花椿 取 をめぐる 

協力関係と，それが 日本の工業化過程に 及ぼし 

た促進的影響とを 取扱って多大の 示唆を与えた ， 

中川敬一郎氏の 古典的業績「目木の 工業化過程 

における『組織化された 企業者活動』」 ㏄経営 

史学』第 2 巻第 3 号，昭和 42 年 ) を産業史研究 

に分類してしまうわげにはいかない。 それは， 

間違いなく経営史学の 研究業績であ る。 

上記の説明に 関連して，産業史 は ついて一言 

しておぎたい。 私は，産業史 は ついて，経営史 

学とは別個の 研究ジャンルであ ると考えるし ， 

であ るからこそ，上記のような 見解を示したわ 

けであ るが，産業史には 経営 史 と重なり合 う 側 

面が存在し，両者は 分かち難い関係にあ ること 

を忘れてはならないのであ る。 産業史という 場 

合，産業全体にかんするデータを 取扱 う 研究と 

産業を構成する 個々の企業の 歴史にかんする デ 

一夕を総合する 研究との二種類が 存在する。 後 

者の研究において ，個別企業史の 史料を用いて ， 

その産業の各社のマネジメントにまで 論及する 

業績が生み出されるとしたら ，それはまが ぅべ 

くもなく経営史学の 研究そのものといってよい。 

科学としての 経営史学が個別企業経営史の 研究 

を二つ以上総合する 場合，総合のために 用いる 

わく組は，企業規模 ( 大企業，小企業 ), 企業シ 

ステム ( たとえば財閥，非財閥 ), 史的動向 ( 成 

長と 衰退 ), そして産業とい 5 ふうにさまざま 

であ る。 その中でも，産業別に 個別企業経営史 

の成果を総合して ，何らかのテーマを 追求する 

のは最もポピュラ 一な行き方であ る。 

それは，産業経営 史 とでも名づ け て よい ジャ 

ンルであ る。 たとえば，中川敬一郎氏の 海運業， 

山崎広明氏の 化学せんい工業，下川浩一氏の 自 

動車工業，四宮俊之氏の 製紙業，橘川我郎氏の 
電力業などであ る。 この産業経営 史 研究は， 前 

述 したよ う に個別企業単位のデータを 取扱い， 

かつ各企業のマネジメントにまで 立ちいたった 

産業史研究と 相重なっており ，区別し難い。 

私が第二分類に 整理した問題点にしても ， そ 
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れは経営史学の 問題点であ ると同時に，企業の 

マネジメントまで 視野に収めた 産業史の問題で 

もあ る。 しかし，産業というわく 組で個別企業 

経営の事例を 総合する経営 史 と上記のような 産 

業史の間に，そもそも 区別をなし得るかどうか 

疑問だし，区別できるにせ よ ，その違いはネバ 

り ジブルなもので ，厳密にせんさくする 意味が 

あ るとは思われない。 したがって，第二分類の 

問題点は，経営史学の 問題点であ ると言い切っ 

てさしっかえないであ ろう。 

続いて，第二分類，第三分類に 属する問題点 

は ついて述べる。 先程，第一分類の 問題点が経 

清 史学のそれと 共通しているかのように 見える 

と 述べたが，それと 同じような現象が 第二， 第 

三分類の問題点と 経営学の間にも 存在するので 

あ る。 いや，後者の 関係の方が，前者，つまり ， 

第一分類の場合の 経営史学，経済史学両者の 間 

の関係よりももっと 密接であ るといってよい。 

第二分類の企業の 長期間にわたるパーフォー 

マンスの相違，成長力の 相違の原因を 究明する 

という問題点は ， そのまま， E.T. ペンローズ 

の「企業成長の 理論」につたがるものであ る。 

第三分類として 大きくまとめた 経営システムの 

生成・発展にかんする 研究は，経営学の 各分野 

で行われる研究の 中の一つのタイプ・ 歴史的研 

究と共通するものであ る。 たとえば，労務管理 

論の分野における 労務管理の史的研究， マーケ 

ティンバ論の 分野におけるマーケティンバの 史 

的研究といったぐあ いにであ る。 

しかしながら ，私は，むしろ ，経営史学と 無 

縁 なところに経営学という 学問が成り立つもの 

かを， そもそも疑っている。 経済現象にかんす 

る データとその 実証研究を抜きにしては 経済学 

が成り立ち得ないように ，経営現象にかんする 

データを扱わない ，実証研究にも 関心がない経 

営学というものがあ ろう筈がないのであ る。 も 

ちろん， 経営理論の解説や 経営学説 史 というジ 

ャノ ル も存在することは ，経済学の場合と 同様 

であ る。 しかし，理論研究や 学説 史 研究といえ 

ども， アクチ，アル な 事実と鋭く切り 結ぶ意識 

を 欠いている限り ，一部の「資本論研究」がそ 

うであ ったよ う に，むなしい 観念論議におちい 

ることになってしまう。 

経営データにもとづく 実証研究が経営 史 だけ 

でないことは ，言 う までもない。 データが今日 

の時点のものであ る 時 ， また， コンピュータ 一 

による処理に 適したような 大量かつ集合的性格 

のものであ る 時 ，経営学の実証研究を 経営史学 

とはいわない。 しかし，十年一と 昔というよう 

に ，実証研究が 少しでも視点を 過去に移せば ， 

経営史学と共通して 来るのだし コンピュータ 

一に乗るような 性格の大量観察は ，経営史学の 

側でも試みられるよ う になって来ている。 経営 

学の実証研究は ，経営史学と 部分的 ャこ 重なり 合 

ぅか， 通じ合 う ものと考えた 方がよい。 経営 史 

と無縁な経営学は 存在しないと 発言するのえん 

であ る。 この発言は， 「経営学者も 経営史学者 

の研究を参考にしてほしい」というような 次元 

を 越えている。 

最後に，第三分類の 問題点に関連して ，国際 

比較ということに 言及しておきたい。 

国際比較とは 社会科学の方法として 重要不可 

欠だが，「言 うは 易く ， 行 うは 難し」なのであ る。 

ましてや，個別企業史料の 研究を単位として 成 

り立つ経営史学の 場合，国際比較研究というの 

は，想像するだにおそろしい 仕事であ る。 

そもそも，何と 何を国際比較するのか ?  ァ 

メリカの GM と日本の三井物産のそれぞれの 経 

営史を比較するというのか 9  それは，あ まり にも アト ラ ンダムであ り，何らかの 有意義な 

結論を導 き 出すことができるとは ， とうてい 考 

えられない。 せめて， ァメリヵ の GM と日本の 

トョタ という同じ産業の 企業を選んで ，両者の 

歴史を比較するのならまだ マシ だが，その場合 

でも， GM とトョタ のケースだけで ， 日米の自 

動車産業経営史の 国際比較研究を 完結させるこ 

とはできない。 

結局，各国の 個別企業経営 史 ぽかんするデー 

タを，共通のテーマに 合わせ，共通のわく 組 ご 

とに総合し，その 結果を比較するというのが ， 
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経営史学における 国際比較であ ろう。 しかし， 

これが容易な 仕事でないことは ， 日本だけでも ， 

個別経営史の 総合研究の成果を 得るのに莫大な 

時間と ヱ ネルギーを要するという 事情から明ら 

かであ る。 その難関を突破したところで ，外国 

の 経営史家が同じような 成果を生み出してくれ 

るまで待っていなければならない。 さりとて， 

日本人が簡単に 代行するわけにもいかない。 ま 

さに至難のわざという 他 ない。 

それでも，悲観する 必要はないので ，いたず 

らに各国の質的特性を 強調することなく ，共通 

のテーマ ( それもできるだけ 具体的なテーマ ) 

の下に，共通の 理論的フレイムワークを 用いて， 

各国のデータを 総合的に処理し ，比較し合うと 

いうプロセスを 踏めば， さらには， 日本と諸外 

国の経営史家が 一堂に会することができるなら ， 

国の相違を越えて ，共通する一般性とそれの 発 

現のしかたの 多様性を明らかにすることができ 

る 。 言うまでもなく ，私は，経営史学会の「富 

士コンファレンス」の 成果とその可能性につい 

て語っているのであ る。 

しかし，かりに ，国際比較の 手法を用いるこ 

とによって， 日本と外国の 企業経営の間にあ る 

相違，つまり ， 日本の企業経営の 特性が明らか 

になったとした 場合，それを 何によって説明す 

るか， という難問が 残る。 

これまで多くの 研究者が，「日本的経営」を 日 

本文化の発現形態と 見なして来た。 「日本的経 

営 」の「日本的」たるのえんを 文化的要因から 

説明して来た。 私自身， このようなアプローチ 

には大いに魅力を 覚えるものであ るが，一方， 

大変に心もとなく ，ついて 行 げないものを 感じ 

ものも事実であ る。 

それは，文化的要因というものの 多くが実証 

不可能であ ることに由来する。 文化的要因の 中 

でも，教育，情報メディア ( 新聞雑誌，放送等 ), 

社会行動等については ，データにもとづく 客観 

的 考察が可能であ るが，価値観に 属する要因は ， 

データが乏しくて ，客観的考察が 困難なところ 

があ る。 データが比較的入手しやすい 場合にお 

いても，国際比較の 決め手をつかみにくいので 

あ る。 たとえば，経営理俳の 研究は企業者・ 経 

営者の表白された 思想・意識の 記録によって ， 

あ るところまでアプローチ し 得る対象であ るが， 

国際比較は容易ではない。 
決め手のない 研究の中でも ，最近一部にもて 

はやされている 日本文化論は 最たるものであ る。 

中には，興味深いけれども ，「思いつき」の 域を 

出ないものが 見受げられる。 たとえば， 日本人 

の 「和の精神」から「日本的経営」を 説明する 

人たちがいるけれども ， 日本人の「和の 精神」 

とは何なのか ，万国共通に 存在する集団的親和 

や ブ ラタニティを 求める人間の 心情とどこが 違 

うのか，何も 証明されていない。 

それでも， 日本人の勤労意欲のような 要因な 

ら，客観的データにもとづく 国際比較研究が 可 

能であ ると思われる。 しかし現実的には ，そ 

のようなサーブ ヱイ の努力も不十分なままに ， 

「日本人は勤勉であ る」式の ァ ・プリ オリ の断 

定がまかり通っているような 感じであ る。 それ 

だげならともかく ，「日本人は 勤勉であ る」こと 

がすでに動かし 難い事実であ るかの如く，日本 

人が勤勉であ る理由は何か ，稲作農業の 伝統 か， 

日本型仏教思想の 影響か，といった 議論が大ま 
じめに交わされているような 傾向さえ見られる。 

経営史学者が ，国際比較研究，日本の 企業経 
営の特質の析出に 力を注ぐのは 必要なことであ 

るが， とかく実証のプロセスを 省略し，「思い 

つぎ」に走りたがるところのあ る一部の「文化 

論的アプローチ」にまき 込まれることのないよ 

う，心する必要があ ろう。 

4
 

最後に， どのような問題点を 選択するにせよ ， 

経営史学全体にかかわる 重要な論点を 二つだ け 

取り上げ，私見を 提出することによって ，本稿 
のしめくくりとしたい。 一つは，経営史学にお 

ける「段階論」の 問題，つまり ，経営史学独自 0 段階設定が可能であ るか，という 問題， も ぅ 
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一つは，経営史学における 人間要因の問題，人 

間をいかに取扱うかという 問題であ る。 

「段階論」について 見よう。 経営史学において 

考慮さるべき 段階とは，経済発展の 段階以覚に 

何かあ るのたろうかというのが ，私見であ る。 

前述した第一分類の 問題点，企業行動の 経済発 

展に及ぼす影響の 研究においては ，経済発展の 

段階が分析のわく 組 として与えられる。 第三分 

類の問題点，経営システムの 歴史的発展にお い 

ては，発展における 各段階が問題にされるけれ 

ども，それらは 経済発展の諸段階と 対応するも 

のだ。 たとえば，企業形態の 研究の場合，株式 

会社の生成，発展，確立の 各段階が，それぞれ 

の国の経済発展の 段階に，おおまかではあ るが 

対応していることはい う までもない。 経済発展 

の諸段階とは 経済史学の「段階論」によって 措 

定される。 それは，経営史学独自の 段階論では 

ない。 

これに対し，たとえば ， A.D. チャンドラー 

教授の所説を 引合いに出して ，チャンドラーは ， 

企業者企業 ( 企業者資本主義 )    家族企業 ( 家 
族資本主義 )    金融支配企業 ( 金融資木主義 ) 
一一経営者企業 ( 経営者資本主義 ) という段階 

設定を行っている ， これは，経営史学の 段階論 

ではないか ?  という疑問を 提出する向きもあ 

るかもしれない。 しかし，私見はこれと 異なる。 

企業者企業・ 家族企業から 経営者企業へとい 

う長期的トレンドはたしかに 存在するけれども ， 

そのトレンドは 一方的な流れとはいえず ， した 

がって，それをいくつかの 段階に区切ることが 

できるとは思えない。 経営システムのうち 所有， 

支配， トップマネジメントの 構造という面だげ 

に 限っても，先程，株式会社の 発達について 記 

したような段階区分が 成り立つとは 思わないし， 

ましてや，他のあ らゆる経営史の 側面をも総合 

して，企業者資本主義，経営者資本主義という 

ような段階規定をなし 得るとは思わない。 

第二分類の問題点，企業の 長期的 " 一 フォー 

マンス・盛衰のプロセスの 研究において 問題に 

なる段階とは ，個別企業の 発展段階   生成・ 

発展・成熟・ 没落といった   であ る。 それを 
そのまま一般化して ，企業全般にわたる 段階と 

するわげにはいかないのであ る。 あ る企業が一 

国の経済をリードするような 重要な存在であ る 

からといって ，その企業の 成長，衰退をもって ， 

企業全般の成長期，衰退期を 画することはでき 

ない。 第二分類の問題領域では ，全般的動向に 

かかわる「段階論」は 成立しないと 言ってよい。 

第 Ⅰ第三分類の 研究の「段階論」は 経済史 

学の 「段階論」のいわ ぱ 「借用」であ り，第二 

分類の研究には「段階論」そのものが 成り立た 

ない。 とすると，経営史学に 独自の「段階論」 

は存在しないといってよいのであ る。 この点は 

決して不思議なことではない。 

むしろ，経済史学と 対比しての経営史学の 独 

自性は ， 実に， 自前の「段階論」を 展開し得な 

いというところにあ るのではないだろうか。 こ 

の点は，企業行動がすべて 個別的なもので ， 同 

一の社会経済条件の 下においても ，その態様や 

展開の方向は 企業によって 大 ぎく異なるという ， 

経営史学の研究対象そのものの 独自性に根拠を 

有するところであ る。 

「段階論」の 借用という ア イディ ァ にしても， 

別段奇異なものではない。 経済史学者が 明治絶 

対君主制 期 ，大正デモクラシ 一期，昭和戦双の 

軍部独裁 期 ，戦後民主主義 期 といった時期区分 

に頼る時，それは 経済史学の独自の 段階論でな 

いことは明らかであ る。 政治史学の段階論の 借 

用であ る。 借用によって 分析の有効性が 高まる 

のであ れば，何も問題はないのであ る。 

次に，経営史学における 人間的要因について 

であ   るが，私は，かねてから ，これを積極的に 

強調して来た ( 一例を挙げると ， F 日本経営 史 d, 

日本経済新聞社，昭和 56 年 ) 。 一般に，経営資源 

は ヒト ， カネ， モノの姉つに 分類される。 モノ 

のうち，機械・ 設備，原材料などの " 一ド ・ ウ 

ヱア は カネ で手に入れることができるものだし ， 

技術， ノーハウ，情報などのソフト・ウェアは 

ヒト に属するものであ る。 したがって，経営資 

源は ヒトと カネの二大要素から 成り立つといっ 
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てもよい。 私は， この二つのうち ，従来の研究 

があ まりにヵネ，つまり 金融的要因に 偏しすぎ 

ていたことを 批判した上で ， ヒト，つまり 人間 

的要因をよりいっそう 重視せよとしたのであ る。 

ただ， ここでもいくつかの 誤解を避けておく 

必要があ る 2 5 に思われる。 

第一に， ヒトをよりいっそ う 重視せよという 

ことは， ヵネを軽視せよということにはならな 

い。 経営 史 研究においてヵネを 軽視することな 

ど ， なし得るわげがない。 

第二に，従来の 経営 史 研究が力 ネ の要因を重 

視しすぎたというのは ，企業史料の 多くが計数 

的に処理されたデータの 記録だったことに ょ る 

ので，企業史料をまじめに 取扱お う とする限り ， 

不可避的な結果であ った。 たしかに， マルクス 

の著作を誤読して ，資本 ィコ オル貨幣であ り， 

資本の研究は ヵネ の研究に他ならないと 錯覚し 

た人たちが，金融的要因の 研究に偏する 傾向も 

なかったわけではないけれども ，その点を取り 

除いても， ヵネの要因が 重視されることはやむ 

を得なかったと 考える。 私は，その点を 理解し 

た上で， さらに，従来着 刺 されがちであ った ヒ 

ト の要因をつげ 加えよと，控え 目な提言をして 

いるにすぎないのであ る。 

第三に， ヒトの要因といっても ，史料によっ 

てフォロ ー することのできる 範囲に限られざる 

を 得ない。 企業人の出身，家族関係，学歴，職 

歴，企業人としての 発言行動等の 調査を通じて 

確認することのできる ，企業人のノ ー " ウ ( 人 

間の能力のうち ，知識と経験の 総合によって 後 

天的に形成し 得るもの ) の開発・成長のプロセ 

ス ，企業人がっくり 出す人間関係，あ るいは活 

用する既成の 人間関係，それらが 企業行動に及 

ぼす効果，および 企業人の理俳とそれの 企業行 

動との相互関係等が ， 私たちが科学としての 経 

営 史学で取扱い 得る ヒト の要因であ る。 これ以 

上に範囲を広げようとすると ，小説や読み 物に 

なってしまうおそれがあ る。 

また， ヒトという場合， トップ経営者だげに 

対象を限定すべ き ものではない。 企業人とは， 

ト，プ 経営者から従業員の 末端にいたる 多様な 

層から成り立っている。 「ドルのレベルの 管理 

者はもちろんのこと ， ブルーカラ一の 労働者も 

また，経営史学において 考究さるべき 人的要因 

であ る。 ただし，研究の 技術的難易度は ， トッ 

プ， ，ドル， ロワコ 現場従業員と 層によって 

大 ぎく異なる。 経営史学の手法を 用いて現場労 

働者のモチベーシ ， ンや 技能の形成について 研 

究することは ，至難のわざであ る。 しかし， そ 

れは対象としないでよい ， ということを 意味す 

るものではない。 

( もりかわひでまさ 横浜国立大学経営学部教授 コ 


